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この Discussion Paper は、所内で討論に用いるとともに、関係の方々からのご意見をいただくことを目的に作成したものであ
る。







































































(注) 前田 昇 高知工科大学大学院起業家コース、端山 隆三(科学技術振興事業団)、服部 博美 (科学技術振興事業団)、閑 春



















世界最先端のクラスターでバイオや通信クラスターも活発。 IT の集積が中心。1939 年ヒューレット・パッカード
(HP)社設立以降大学発ベンチャー主導の世界屈指のクラスター。スタンフォード大ターマン教授や 1957 年ショッ
クレイ研究所から 8 人のスピンオフ、1970 年ゼロックスのパロアルト研究所(PARC)設立が契機となり、1971 年頃
からシリコンバレーの名称が使われ始めた。
オースチン市(IT Cluster)
全米で急成長のクラスターで 2001 年には全米住みたい都市の No.1 に選定。半導体等 IT の集積が中心。人
口 75 万の石油産業の町が 15 年で人口 120 万人のオースチンモデルと呼ばれる急成長 IT クラスターを創出
した。1977 年コズメツキー教授がオースチン大学に科学技術の商業化について研究する IC2 (アイ・シー・スク
エアー)研究所を創設し牽引。1983 年コンピュータ開発組合 MCC 誘致、デル創設が飛躍につながった。
欧州
独・ミュンヘン郊外(Biotechnology / Pharmaceutical Cluster)
ミュンヘン郊外でジーンバレーと呼ばれている。 バイオの集積地。英国を抜き欧州一のバイオ国になるべく1985
年に独連邦政府の戦略的なビオレギオ政策でバイオクラスター育成 3 モデル地域の一つとして躍進。州と地域


















バイオクラスターが第 2 のクラスターとして成長中。 IT、バイオの集積が中心。1976 年北海道大学青木教授発
足マイコン研究会の 4 人が 1977 年  BUGを発足。ビズカフェー活動を通して多くのスピンオフを排出・育成
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1. 5 年前と現在、5 年後の評価比較を行い、進捗度のチェック、今後の政策を考える手段とする。
2. 他クラスターとのベンチャーマークにより、何が違うのかを考え討議する材料とする。
3. 複数の人による同一クラスターの評価を行い、評価の違いを認識しその原因を討議することにより、認識の同一化を図る。
次ページの 表-1 は、先に述べた日米欧 8 ヶ所の産業集積地(イノベーション都市)の現状を、上記の 11 個の地域産業集積要
素に基づいて、その達成度を◎○△×の簡易指標で前田らの現地調査に基づく判断で評価したものである。地域間の比較を
容易にする為に、表-1 の下に記した簡便法で 100 点満点で数量化した。
また、これらの評価は、あくまでも簡便法であり評価する人の主観に大きく振れるものであるため、評価の客観性を少しでも持た
せうるように 表-2 自己評価ワークシート記入要領に示すような、◎○△×の簡単な評価基準を定めた。
客観性がふれるであろう異なる人による地域間の比較よりも、同一人により各地域の 5 年前、現在、 5 年後の予想できる状況を








"イノポリス"(イノベーション都市)形成要素達成度 (自己評価ワークシート)   2002.9.1
 
 米 米 独 独 フィンランド 仏 日本 日本
形成要素 シリコンバレー オースチン ミュンヘン ドルトムント オウル市 ソフィアAP 熊本 札幌
集積産業 IT IT バイオ IT IT、医療 IT、通信 バイオ、IT IT、バイオ
1
核となる大学の存在 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ ○
(国立研究所等も含む) スタンフォード大 テキサス大 ミュンヘン大 ドルトムント大 オウル大 CNRS Lab 熊本大(医) 北大(工)
2
変化を要求される背景の存在 ○ ○ △ ◎ △ ◎ △ ○
(差し迫った経済状況等) 東海岸へ対抗 石油産業衰退  鉄・石炭産業 ソ連崩壊 大企業レイオフ   
3
トリガーメーカーの存在 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ○
(興して牽引したキイマン等) ターマン教授 コズメッキー教授 BioM 社社長 Mlute-thiemann  ラフィット教授   
4
産官学の結合 ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ △
(同一場所での産官学連携) サイエンスパーク  ジーンバレー テクノロジーパーク サイエンスパーク    
5
地域イニシアティブ、地域特性 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ △ ○
(支援機関、地域の魅力、ネットワーキング)  インフルエンサー BioM 社 Tech Center Technopolis コートダジュール  ビズカフェー
6
初期に技術ある核企業の存在 ◎ ○ ○ △ △ ○ △ △
(大学と連携できる力) HP 1939 Dell 1984       
イノポリス開始年 1939 年 1977 年 1996 年 1985 年 1970 年 1990 年 2002 年 1986 年
(キイイベント) HP 創業 IC2 創設 BioRegio 当選 TechCtr 設立 VTT 誘致 不況レイオフ ユージーン設立 テクノパーク竣工
イノポリス離陸年 1970 年 1983 年 2001 年 2000 年 1990 年 1999 年 まだ 2000 年
(キイイベント) PARC 設立 MCC 本部誘致 BioRegio 完了 Elmos 社初 IPO Medipolis 社設立 NicOx 社初 IPO 数社 IPO 時 「札幌バレー誕生」
7
産業分野・技術の選択と集中 ○ ◎ ◎ △ ◎ △ ○ ◎
(絞りきった特定分野)         
8
活発なスピンオフ拡散 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○
(ベンチャーからの人材の流動性) ショックレイ研、フェア C     
不況による
スピンオフ  BUG から
9
グローバル展開 ◎ ○ ○ △ ○ ○ × △
(ベンチャー初期からの海外提携)         
10
大企業との連携 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ × △
(初期購入者としての大企業)         
11
結果としての IPO 実績 ◎ ○ ○ ○ △ △ × △
(VC のサポートによる急成長) 多数 数社 数社 数社 数社   数社
合計点 91 79 76 70 73 64 34 55
項目 1 〜 6 : ◎: 10 点、○: 7 点、△: 4 点、×: 0 点














5. BioM 社社長; Horst Domdey ミュンヘン大医学部(LMU)教授、BioM 株式会社設立時から CEO を勤め、彼のバイタリ
ティとネットワークで BioM 社をバイオ関連起業の会社設立、インキュベーションセンター、ベンチャーキャピタル、経営相
談、特許相談、海外連携相談、政府補助金申請等の One Stop Window として軌道に乗せた。





8. Elmos 社; ドルトムント大学インキュベーションセンターで起業し、業務の拡大とともに隣接のテクノロジーセンターに移り、
ユニークな半導体設計技術でドルトムントクラスター最初の IPO (株式公開)を 2000 年に達成した大学発ベンチャー企
業。









11. NicOx 社; ソフィア・アンティポリスで初 IPO を果たしたソフト開発企業で、ラフィット教授のベンチャー企業朝食交流会メ
ンバー企業のひとつである。
表 - 2
"イノポリス"形成要素達成度 (自己評価ワークシート記入要領)   2002.9.1
 
 評価 評価 評価 評価
形成要素 評価要素の例 ◎ ○ △ ×
1
核となる大学の存在 企業と共同研究している 50人以上いる 20人以上いる 5人以上いる 4人以下
(国立研究所等も含
む) 教授等がその地域に     
9
2変化を要求される背
景の存在 地域産業存続に 危機的にある 非常にある かなり有る 特に無い
(差し迫った経済状
況等) 差し迫った背景が     
3
トリガーメーカーの存
在 その人の存在や活動を 皆知っている 多くが知っている 少し知っている 特に知らない
(興して牽引したキイ
マン等)      
4
産官学の結合 大学や国立研究所と企業が 同じ敷地内にある 歩いていける 車で10分の距離 それより遠い
(同一場所での産官
学連携)      
5
地域イニシアティブ、




ネットワーキング等が     
6
初期に技術ある核企
業の存在 大学と共同研究等できる 50社以上ある 20社以上ある 5社以上ある 4社以下
(大学と連携できる
力) 核となる地元企業が     
イノポリス 開始年 地域集積の形が見え始めたのは 年頃 年頃 年頃 年頃
(キイイベント) それは、何ができたからですか ( ) ( ) ( ) ( )
イノポリス 離陸年 地域集積が急成長し始めたのは 年頃 年頃 年頃 年頃
(キイイベント) それは、何ができたからですか ( ) ( ) ( ) ( )
7
産業分野・技術の選




選定 特定分野に集中 特定分野に集中 特定分野に集中 していない
8
活発なスピンオフ拡
散 その分野での大企業や大学からの 200 人以上いる 50 人以上いる 10 人以上いる 10 人以下
(ベンチャーからの人
材の流動性) スピンオフベンチャー創業者が     
9
グローバル展開 その分野でのベンチャー企業の 200 社以上ある 50社以上ある 10社以上ある 10社以下
(ベンチャー初期から
の海外提携) 海外企業との連携が     
10
大企業との連携 その分野でのベンチャー企業の 50社以上ある 20社以上ある 5社以上ある 4社以下
(初期購入者としての
大企業) 大企業との連携が     
11
結果としてのＩＰＯ実
績 その分野でのベンチャー企業の 20社以上ある 5社以上ある １社以上ある 無い
(VCのサポートによ
る急成長) 株式上場がこの数年で     
合計点      
項目 1 〜 6: ◎: 10 点、○:7点、△:4点、×:0点






























の存在」、「6 初期に技術ある核企業の存在」は日本は欧米の半分、さらに「8 活発なスピンオフ拡散」、「9 グローバル展開」、
「10 大企業との連携」、「11 結果としての IPO 実績」は日本は欧米の 5 分の 1 程度となっている。





米 米 独 独 フィンランド 仏 日本 日本
シリコンバレー オースチン ミュンヘン ドルトムント オウル市 ソフィアAP 熊本 札幌
IT IT バイオ IT IT、医療 IT、通信 バイオ、IT IT、バイオ
1 核となる大学の存在 10 10 10 10 10 7 4 7
2 変化を要求される背景の存在 7 7 4 10 7 10 4 7
3 トリガーメーカーの存在 10 10 10 7 7 7 4 7
4 産官学の結合 7 7 7 10 10 7 7 4
5 地域イニシアティブ、地域特性 10 10 7 10 10 7 4 7
6 初期に技術ある核企業の存在 10 7 7 4 4 7 4 4
7 産業分野・技術の選択と集中 5 8 8 2 5 2 5 8
 計(68) 59 59 53 53 53 47 32 44
8 活発なスピンオフ拡散 8 5 5 5 5 5 2 5
9 グローバル展開 8 5 5 2 5 5 0 2
10 大企業との連携 8 5 8 5 5 5 0 2
11 結果としての IPO 実績 8 5 5 5 5 2 0 2
 計(32) 32 20 23 17 20 17 2 11





日本 日本 日本 日本 欧米 日本
京都 福岡 徳島 神戸 6 地域 6 地域
ナノ IT バイオ バイオ 平均 平均
1 核となる大学の存在 10 7 7 10 9.5 7.5
2 変化を要求される背景の存在 4 7 7 10 7.5 6.5
3 トリガーメーカーの存在 4 0 0 10 8.5 4.2
4 産官学の結合 4 4 4 7 8.0 5.0
5 地域イニシアティブ、地域特性 7 10 10 7 9.0 7.5
6 初期に技術ある核企業の存在 4 7 0 0 6.5 3.2
7 産業分野・技術の選択と集中 2 8 2 5 5.0 5.0
 計 (68) 35 43 30 49 54.0 38.8
8 活発なスピンオフ拡散 2 0 0 0 5.5 1.5
9 グローバル展開 2 2 0 0 5.0 1.0
10 大企業との連携 5 2 0 0 6.0 1.5
11 結果としての IPO 実績 2 0 0 0 5.0 0.7
 計 (32) 11 4 0 0 21.5 4.7




の存在」から「7 産業分野・技術の選択と集中」までを「活動指標要素」とし、「8 活発なスピンオフ拡散」から「11 結果としての
IPO実績」までを「成果指標要素」としてグループ化する。つまり 1 から 7 までの要素をクラスター形成に向けた活動にかかわる








成果指標を被説明変数、活動指標の7つの要素を説明変数として重回帰分析した結果が 表-4の1 である。回帰係数の t 値は







図 - 1 クラスターの活動指標と成果指標
13
活動指標;
 核となる大学、  変化を要求される背景、  トリガーメーカー、  産官学の結合、  地域イニシアティブ、地域特
性、  初期に技術ある核企業、  選択と集中の合計点の満点(68点)に対する割合。
14
成果指標;
 活発なスピンオフ拡散、  グローバル展開、  大企業との連携、  IPO実績の合計点の満点(32点)に対する割合。
注: 図の (  )  内の数値は  から  までの合計点。
表 - 4 成果指標と活動指標要素の重相関
15
1. 被説明変数Y:
成果指標、説明変数Xi: 活動指標要素の  〜 
Y = a0 + a1X1 + a2X2 + a3X3 + a4X4 + a5X5 + a6X6 + a7X7
 説明変数  係数 t 値
  定数項 -7.2621 -0.8172
 X1 核となる大学 -0.5213 -0.3927
 X2 変化の背景 -1.5427 -1.8557
○ X3 トリガーメーカー 1.8865 2.2261 *
 X4 産官学の結合 0.3189 0.4061
△ X5 地域指導・特性 2.3031 1.8355
◎ X6 初期の核企業 1.8589 3.4355 **
 X7 選択と集中 -1.2861 -1.9418
 自由度修正済みR2 0.8362  
2. 説明変数を ◎○△ とした場合
Y = a0 + a1X1 + a2X2 + a3X3
説明変数  係数 t 値
 定数項 -16.1885 -2.3711 **
X1 トリガーメーカー 1.3358 3.1432 **
X2 初期の核企業 1.9548 3.6635 ***
X3 地域指導・特性 1.3774 1.8481
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